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令和８年６月17日（水曜日）

   午前10時１分開会

────────────────

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和８年度宮崎県一般会計補正

       予算（第１号）

○議案第２号 令和８年度宮崎県公営企業会計

       （地域振興事業）補正予算（第

       １号）

○議案第６号 公営企業の設置等に関する条例

       の一部を改正する条例

○議案第16号 工事請負契約の変更について

○報告事項

・令和７年度宮崎県繰越明許費繰越計算書

・損害賠償額を定めたことについて

・令和７年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

 予算繰越計算書

・令和７年度宮崎県公営企業会計（工業用水道

 事業）予算繰越計算書

・令和７年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

 継続費繰越計算書

・令和７年度宮崎県公営企業会計（工業用水道

 事業）継続費繰越計算書

・令和７年度宮崎県公営企業会計（地域振興事

 業）継続費繰越計算書

・宮崎県育英資金の債権管理上必要な訴えの提

 起、和解及び調停について

○その他報告事項

・宮崎県教育振興基本計画（令和５年策定）の

 一部変更について

・次期指定管理候補者の選定について（宮崎県

 スポーツ施設）

────────────────

出席委員（６人）

  委 員 長   岩 切 達 哉

  副 委 員 長   黒 岩 保 雄

  委      員   山 下   寿

  委      員   佐 藤 雅 洋

  委      員   今 村 光 雄

  委      員   井 本 英 雄

欠席委員（１人）

  委      員   坂 口 博 美

委員外議員（なし）

────────────────

説明のため出席した者

 警察本部

  警 察 本 部 長   髙 井 良 浩

  警 務 部 長   益 田 英 輝

  警務部参事官兼
             水 口 圭 二
  首 席 監 察 官

生 活 安 全 部 長   三 木 健 次

  刑 事 部 長   迎   修 二

  交 通 部 長   奥 野   仁

  警 備 部 長   柳 田 憲 一

  生 活 安 全 部
             戸 松 俊 二
  サイバー戦略局長

  総 務 課 長   牧 田 幸 二

  警務部参事官兼
             池 田 健 二
  会 計 課 長

総 合 管 理 課 長   白 石 晴 俊

  警務部参事官兼
             末 永   正
  警 務 課 長

生 活 環 境 課 長   田 尻 悦 生

交 通 規 制 課 長   落 合 亜紀子

運 転 免 許 課 長   野 﨑   隆

 企業局

  企 業 局 長   松 浦 直 康
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  副 局 長
             大 野 正 幸
  （ 総 括 ）

  副 局 長
             迫   節 夫
  （ 技 術 ）

技監兼工務管理課長   山 元 孝 訓

  総 務 課 長   濵 川 哲 一

経 営 企 画 室 長   児 玉 昭 一

施 設 保 全 課 長   結 城 善 行

発 電 設 備 課 長   西 本 修 一

総 合 制 御 課 長   栢 木 良 一

 教育委員会

  教 育 長   吉 村 達 也

  副 教 育 長   長 倉 正 朋

  教 育 次 長
             長 友 美 紀

（ 教 育 政 策 担 当 ）

  教 育 次 長
             柚木山 尚 未

（ 教 育 振 興 担 当 ）

教 育 政 策 課 長   児 玉 憲 彦

財 務 福 利 課 長   田 中 礼 子

育 英 資 金 室 長   天 辰 直 樹

高 校 教 育 課 長   髙 原   博

義 務 教 育 課 長   隈 元 正 敬

  特別支援教育課長   宮 田 恭 子

  教 職 員 課 長   川 越 政 紀

生 涯 学 習 課 長   中 村 敏 彦

  スポーツ振興課長   都 甲 尚 生

  文 化 財 課 長   安 部 博 己

  人権同和教育・
             日 髙 健一郎
  生 徒 指 導 課 長

  図 書 館 長   海 野 由 憲

  美 術 館 副 館 長   瀬之口 博 行

  総 合 博 物 館 長   井 上 大 輔

────────────────

事務局職員出席者

  議事課主任主事   佐土原   寛

  議事課主任主事   黒 木 燿一朗

○岩切委員長 ただいまから文教警察企業常任

委員会を開会いたします。

 まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

 日程案につきましては、御覧のとおりであり

ますが、御異議ございませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、そのように決定いた

します。

 執行部入室のため、暫時休憩いたします。

   午前10時１分休憩

   午前10時３分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

 最初に、報告事項について、警察本部の説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○髙井警察本部長 委員の皆様には、平素から

警察活動に対して御理解と御協力を賜りまして、

改めて御礼を申し上げます。

 本日、御審議いただく報告事項は２点ござい

まして、令和７年度宮崎県繰越明許費繰越計算

書についてと損害賠償額を定めたことについて

でございます。

 詳細につきましては、警務部長から説明しま

す。

○益田警務部長 令和７年度宮崎県繰越明許費

繰越計算書につきまして御説明いたします。

 資料の３ページを御覧ください。

 繰越明許費につきましては、本年２月定例会

において予算の繰越しの御承認をいただき、令

和８年度に予算を繰り越しました。したがいま

して、地方自治法施行令第146条第２項に基づき
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報告するものでございます。

 警察本部の繰越明許費は、資料の下のほうに

あります２件でございまして、（款）警察費、

（項）警察管理費、事業名「宮崎西警察署（仮

称）整備事業」の翌年度繰越額１億641万4,000

円と、事業名「都城警察署整備事業」の翌年度

繰越額8,842万3,000円になります。

 １件目の「宮崎西警察署（仮称）整備事業」

の繰越し理由につきましては、庁舎建設に伴う

用地購入について、関係機関との調整に期間を

要し、基本設計業務等を年度内に完了すること

が困難となったことから、予算を繰り越したも

のです。

 ２件目の「都城警察署整備事業」の繰越し理

由につきましては、庁舎建設に伴い、隣接する

一部の土地を取得する予定でありましたが、そ

の用地交渉等に期間を要したことから、土地の

購入等に関する予算を繰り越したものでござい

ます。

 続きまして、損害賠償額を定めたことについ

て御報告いたします。

 資料の４ページを御覧ください。

 今回、御報告させていただく損害賠償事案は、

県有車両による交通事故４件になります。一覧

表の上から順に御説明いたします。

 まず、１件目の交通事故についてです。この

事故につきましては、令和７年７月31日午前

９時25分頃、警務部総務課の警察官が、宮崎南

警察署駐車場において、駐車スペースにバック

しながら駐車する際、ブレーキを踏んで停車す

るつもりが、誤ってアクセルを踏み込んでしま

い、無人駐車中の相手方車両に衝突させたもの

です。

 事故の原因につきましては、当該職員の運転

操作不適の過失によるもので、過失割合は、県

側が100％になっております。

 この事故の損害賠償額につきましては、車両

修理費や代車料として、54万7,800円を県が加入

する任意保険から支出しております。公用車に

つきましては、車両修理費として37万1,536円を

県費から支出しております。

 次に、２件目の交通事故について説明いたし

ます。この事故につきましては、令和７年10月

29日午後８時10分頃、日南警察署の警察官が、

南郷駐在所駐車場において、駐車位置を変更す

るためバックした際、後方安全不確認のまま進

行したため、無人駐車中の相手方車両に接触さ

せたものです。

 事故の原因につきましては、当該職員の安全

不確認の過失によるもので、過失割合は県側が

100％になっております。

 この事故の損害賠償額につきましては、車両

修理費や代車料として７万2,644円を県が加入す

る任意保険から支出しております。公用車につ

きましては、車両修理費として５万9,400円を県

費から支出しております。

 次に、３件目の交通事故について御説明いた

します。

 この事故につきましては、令和７年12月４日

午前９時５分頃、警備部機動隊の警察官が、宮

崎南警察署駐車場において、縦列駐車していた

ところからバックで発進する際、後方安全不確

認のまま進行したため、無人駐車中の相手方車

両に接触させたものです。

 事故の原因につきましては、当該職員の安全

不確認の過失によるもので、過失割合は県側が

100％になっております。

 この事故の損害賠償額につきましては、車両

修理費として10万7,360円を県が加入する任意保

険から支出しております。公用車につきまして
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は、損傷はなく修理は行っておりません。

 最後に、４件目の交通事故について御説明い

たします。この事故につきましては、令和

８年２月２日午後２時10分頃、宮崎北警察署の

警察官が、駐車中の公用車から降りるため運転

席ドアを開けた際、ドアが強風にあおられ、隣

に無人駐車中の相手方車両に接触させたもので

す。

 事故の原因につきましては、当該職員の安全

不注意の過失によるもので、過失割合は県側が

100％になっております。

 この事故の損害賠償額につきましては、車両

修理費や代車料として９万4,281円を県が加入す

る任意保険から支出しております。公用車につ

きましては、損傷はなく修理は行っておりませ

ん。

 県警では、引き続き、交通事故を含めた各種

事故防止対策に取り組み、再発防止に努めてま

いります。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

 報告事項について質疑はありますか。

○井本委員 損害賠償額についてですが、宮崎

南警察署駐車場で２回も事故が発生したという

ことですか。

○水口首席監察官 報告事項４件のうち、２件

は宮崎南警察署の駐車場で発生しております。

○井本委員 あまり続けて発生するのはよくな

いですね。こういう事故はよくあるのですか。

○水口首席監察官 警察官及び警察職員には、

交通事故防止対策を実施しています。交通違反

の取締りを行う立場でありますので、こういっ

た事故をなくしていかなければなりません。１

件も発生させないというのが理想ですけれども、

どうしても発生してしまいますので、職員に対

する交通事故防止対策を継続してやっていきた

いと考えております。

○井本委員 事故後、何か対策はしたんですか。

○水口首席監察官 対策につきましては、まず、

県警の公用車による交通事故の原因は、交通安

全不確認が多数でありました。安全不確認が多

い理由としましては、注意力不足は当然ですけ

れども、地理不案内な場所や、通行困難な狭小

な現場への臨場が挙げられます。そのような事

故が発生しやすい要因を加味しながら、再発防

止訓練等を実施しているところであります。

また、公用車運転適格審査制度というものを

設けております。これは、学科試験と実技試験

を行いまして、それをクリアした者だけが運転

できるという制度であります。

 そのほかに、公用車による事故を起こした職

員に対する再発防止訓練や、運転技能講習会を

実施しております。さらに、いろいろな教養資

料を発出するなどして、全職員に対する交通事

故防止対策を総合的に推進しているところでご

ざいます。

○佐藤委員 事故は起こそうとして起こすわけ

ではないと思うんですけれども、いろいろな団

体、組織、民間の会社等でも事故を起こした場

合は、事故報告書、もしくは反省文を提出させ

ることがあると思うんですが、警察ではどうい

ったことをされているのか。

 それから、これらの事故は同一人物によるも

のではないのですよね。

 さらにお聞きしたいのは、１人で乗車してい

たのか、誘導はいなかったのかということです。

事故は運転していた人が悪いわけですが、事故

が起きにくいような対策が必要でしょう。今回

の事故の際は、対策していなかったのかを教え

てください。

○水口首席監察官 まず、１点目ですけれども、
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事故が発生した職員に対しては、事故の内容と、

発生させた原因、今後注意する点といった内容

の事実申立書を提出させています。

 ２点目の同一人物であるかという点は、令和

７年中に発生した交通事故による損害賠償事案

が、今回報告していない件も含めて18件あるん

ですけれども、18件のうち同一人物の運転はご

ざいません。

 ３点目に、同乗者に関しては、単独で運転し

ていた場合と、２人乗車していた場合がありま

す。２人乗車しているときは、運転手以外の者

が安全確認をするようにしております。バック

するときは、同乗者が降車して後方の安全確認

をしてからバックするというような取組を徹底

し、交通事故防止に取り組んでいるところでご

ざいます。

○黒岩副委員長 今回、まとめて専決処分とい

う形で上がってきているんですが、一番古いも

のは、昨年の７月に発生した事故ということで、

恐らく損害賠償のお金は既に支払われているん

だと思っております。過失割合は10対０という

ことですから、争うところはないということな

んですけれども、大体発生からどれぐらいの期

間で支払いが済んでいるんでしょうか。相手の

方にできるだけ早く救済措置をしないといけな

いという観点から、確認をさせていただきたい

と思います。

○水口首席監察官 解決までに時間がかかる一

番の要因は、示談にかかる時間と考えておりま

す。はっきり統計を取っているわけではありま

せんけれども、※大体１年ぐらいで、示談まで解

決し、最終的な御報告を行っているところでご

ざいます。

○黒岩副委員長 相手方からすると、過失割合

は10対０なわけですから、そこで示談の期間が

１年近くかかって支払いができてないというこ

とについては、いかがなものかと感じます。専

決の報告はまとめてになるかもしれませんが、

迅速に相手方へお支払いするように努めていた

だきたいなと思います。

○水口首席監察官 任意保険に入っており、示

談交渉は保険会社の担当者が実施しております。

御意見があったことを担当者に申し入れまして、

早急な対応を取るように工夫していきたいと思

います。

○黒岩副委員長 ほかの部署でも、損害賠償額

を定めたことについて報告が上がってくるんで

すが、先に仮払いをして、確定した段階で専決

を上げるという事務手続を取っているところも

あります。過失割合が10対０であれば、何ら争

うところはないと思います。修理代などの見積

りが上がってくればすぐに処理できる話のよう

な気もしますから、支払い及び救済措置は迅速

にしていただくようお願いします。

 あと、この専決の報告時期について、今回、

昨年の７月や今年の２月の発生事案があります

が、まとめて報告するのが通例なのでしょうか。

○水口首席監察官 損害賠償額を定めた場合の

報告は、示談終了後、県の賠償等審査会を経た

後に年４回の県議会のうち、直近の議会で報告

しております。

○黒岩副委員長 つまり、去年の７月、今年の

２月の事故については、今回、審査会に上げた

ということでよろしいんですね。

○水口首席監察官 そのとおりでございます。

○黒岩副委員長 先ほど18件ぐらいあるとお聞

きしたんですが、そういった現在進行中のもの

についても、できるだけ支払いを迅速に処理し、

直近の審査会に上げていただいて、議会にも報

※22～23ページに訂正発言あり
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告していただくようお願いします。

○水口首席監察官 迅速な対応を心がけていき

たいと思います。

○岩切委員長 最後にその他で何かありません

か。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 以上をもって警察本部を終了い

たします。執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

   午前10時20分休憩

   午前10時24分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等について、

企業局長の概要説明を求めます。

○松浦企業局長 初めに、県内調査のお礼を申

し上げます。先月、常任委員会で県内を調査し

ていただきました。企業局の施設としては、猿

瀬発電所、それから北部管理事務所を調査いた

だきました。誠にありがとうございます。それ

ぞれ課題はありますけれども、工夫をしながら

適正な運営に努めているところでございます。

そのほかの施設も含めて、企業局全体として健

全経営、安定経営に努めてまいりますので、委

員の皆様の御指導、御鞭撻のほどよろしくお願

いいたします。

 本日御審議いただきます議案等の概要につい

て御説明をいたします。

 委員会資料の２ページをお開きください。

 まず、Ⅰの予算議案でございます。議案第２

号「令和８年度宮崎県公営企業会計（地域振興

事業）補正予算（第１号）」であります。

 それから、Ⅱの特別議案であります。議案第

６号「公営企業の設置等に関する条例の一部を

改正する条例」であります。これは、地方自治

法の改正に伴い発生した条ずれに対応するもの

でございます。

 Ⅲの報告事項として５件ございます。まず、

上の２つにつきましては、電気事業と工業用水

道事業の令和７年度宮崎県公営企業会計予算繰

越計算書でございます。それから、下の３つが、

電気事業、工業用水道事業、地域振興事業それ

ぞれの継続費繰越計算書でございます。

 詳細につきましては、この後、担当の課長、

室長から御説明をいたします。

○岩切委員長 次に、予算議案についての説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○児玉経営企画室長 補正予算について御説明

いたします。

 資料の３ページを御覧ください。

 議案第２号「令和８年度宮崎県公営企業会計

（地域振興事業）補正予算（第１号）」であり

ます。

 前回の委員会におきまして、井本委員から、

企業局から新富町へ補助等を行うのは、公営企

業として法の趣旨に沿うものなのかという御質

問をいただきました。これにつきまして、総務

省に照会を行いまして、問題はないと回答を得

たところでありますので、今回、本補正予算案

を計上しております。

 資料の説明に入ります。

 まず、１の補正の理由についてでありますが、

一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設に

つきましては、今年の４月１日から新富町によ

る運営が開始されたところであります。本補正

により、新富町が切れ目なく安定的な運営がで

きるよう、運営開始に伴う初期費用等について

補助を行うものであります。
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 ２の事業の概要でありますが、補助対象費用

は、運営開始に伴う初期費用です。これは企業

局の持ち物ではなく、指定管理者の持ち物であ

った乗用カートなどの物品等を継続して使用す

るためにかかる費用や、施設の軽微な修繕にか

かる費用等を対象としております。補助率は10

分の10以内です。また、コンペ開催やＰＲ施策

実施等、施設の利用促進に関する費用につきま

しては、補助率を２分の１以内としまして、合

わせて800万円を補助上限額としております。補

助の相手方は新富町であります。

 次に、３の補正額であります。

 まず、事業費につきまして、表の上から３行

目の太枠の中央、補正予定額の欄を御覧くださ

い。補正予定額は800万円で、補正後の事業費の

合計は、3,364万2,000円となります。

 この結果、補正後の事業収益から事業費を引

いた収支残につきましては、3,207万8,000円の

マイナスとなります。

 続いて、資料の４ページを御覧ください。

 参考としまして、今後の財産取扱いの見通し

について御説明いたします。

 企業局の所有財産であるクラブハウスの用地

や建物、附属設備、機器、それとコース管理用

の車両や機器などにつきましては、現在、企業

局から新富町へ貸し付けております。これらは、

新富町への譲渡に向けて協議を行います。

 また、県として10年以上の運営継続をお願い

していますことから、必要なクラブハウスの改

修等についても新富町と協議を行います。仮に

事業廃止となった場合、相当な費用がかかりま

すことから、これらの費用との比較・検討も行

いながら協議を進めてまいります。

 また、河川敷のゴルフコースや電動カート用

の通路につきましては、河川管理者から企業局

が占用許可を得て使用している状況です。

 これらにつきましては、河川管理者と協議の

上で、譲渡のタイミングに合わせて新富町が許

可を取る方向で調整を行ってまいります。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

予算議案について質疑はありませんか。

○井本委員 新富町への補助の件ですが、総務

省に聞いたから正しいというわけじゃないんで

すよ。誤解してはいけない。総務省が言うこと

が全部正しいという話ではないんだからね。私

は立法趣旨からして、そもそも企業局が新富町

に補助するのはおかしいのではないかと言って

いたわけだから、立法趣旨に照らし合わせても

問題ないという答え方をしないと。答え方の話

なんですけれども、すみません。

○松浦企業局長 先ほどの説明が言葉足らずで

あったと思っております。総務省には、こうい

う趣旨で、こういう内容の支出をすることにつ

いて問題ないかという相談をしました。やはり

予算ですので、議会の承認は必要ですが、言わ

ば店じまいのための費用ということで、新富町

に譲渡する場合と、譲渡せずにそのままクロー

ズする場合の比較検討をした上での話であれば、

問題ないのではないかという回答でありました。

説明不足で申し訳ございませんでした。

○佐藤委員 新富町に全て譲渡していくのだと

思いますが、新富町がこれ以上できないという

ときは、新富町がどこかにまた譲渡するとか、

更地にするとか、何らかのそういう条件を企業

局側、県側から提示して話をしたのか。そのあ

たりはいかがでしょうか。

○松浦企業局長 新富町との協議はまだ継続中

でございます。今年の１～２月ぐらいから始ま

った話ですので、取りあえず施設を無償で貸し

付けて、新富町に運営していただいているとい
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う状況であります。

 基本的には、全て譲っていきたいと思ってお

りまして、その中で基本的な考え方として、新

富町に最低10年間は運営していただくという

お約束は内々にはいただいているところであり

ますけれども、今後の協議の状況を見ながら、

やはりやめるということも今年度中にあり得る

かもしれません。その場合にどうするのかはそ

の際に協議いたしますけれども、現時点ではそ

のような話の方向ではありません。もしも何ら

かの形で新富町が事業を10年以降になって廃止

する場合は、新富町に整理していただこうと思

っております。そのあたりも、今年度中には整

理をつけたいと思っています。

○佐藤委員 今は貸与ですけれども、場合によ

っては譲渡する県側の責任を問われることもあ

ろうかと思います。そのあたりに何らかのくさ

びを打っておく。県として約束を取り交わす必

要があったのではないかと指摘される事態があ

るやもしれませんので、その辺も想定して進め

ていかれるとよいかと思います。

○山下委員 私はこの予算を見て、800万円ぐら

いの補助で大丈夫なのかと思ってしまいます。

ゴルフ場の状況を見ると、クラブハウスにし

ても、カートにしても、新型のものを置いてい

るわけではないので。だから、これぐらいの支

援でスタートしても客足が回復するのかなと逆

に心配です。そのあたりは、新富町は了解して

いて、この支援の内容に納得しているのでしょ

うか。

○松浦企業局長 昨年度からの流れは、私が一

番把握しておりますのでお答えさせていただき

ます。

 まず、クラブハウスについてどのような改修

をしていくのかは、現在、協議中でございます。

新富町は、利用者を増やしていくような改修も

したいとの御希望を持っているようですので、

我々企業局がどこまで関与すべきかについて、

今後整理していくところでございます。場合に

よっては、追加の費用がそれなりにかかってく

ると考えております。

 もう一つが、利用促進のために、５年程度は

補助が必要と考えておりまして、新富町からも、

必要な補助について検討していきたいと御回答

があったところでございます。

○山下委員 せっかく県が造った施設ですから、

これが有効に使われるように、ぜひ支援してい

ただきたいと思います。お願いいたします。

○黒岩副委員長 資料３ページの事業の概要に

記載の、運営開始に伴う初期費用の補助に関し

て、対象経費をもう少し詳しく教えてください。

○児玉経営企画室長 指定管理者の持ち物であ

った乗用カート等がございますので、新たに新

富町で運営する場合に、こういったものを指定

管理者から譲ってもらうための費用と考えてお

ります。

 また、配管の詰まり等の小規模な修繕等に必

要な費用も考えております。

○黒岩副委員長 次に資料４ページに記載の企

業局の財産貸付けについて、先ほど無償で行う

との説明がありましたが、無償貸付けでよいの

かということと、貸付けした財産の修繕が必要

となった場合に、経費の負担はどちらがするの

かを教えていただきたいと思います。

○児玉経営企画室長 まず、無償でよいかとい

うことですが、企業局としましては、４月以降

は休止する方向で考えておりました。それを新

富町が４月以降は引き継いで、運営していただ

くということで、当面は、貸付けを行い、その

間に今後のことについて協議していきたいと考
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えております。

 また、貸付けした財産に修繕等が発生した場

合は、基本的には新富町の負担で対応いただく

ものと考えておりますが、引き続き協議して判

断していきたいと思います。

○黒岩副委員長 クラブハウスの譲渡が一番大

きなポイントになると思っていまして、先ほど

クラブハウスは改修してお渡しすると説明があ

ったんですが、解体した場合の経費の範囲内で

クラブハウスを改修するという基本的な考え方

でよろしいでしょうか。

○児玉経営企画室長 企業局が事業廃止した場

合も、クラブハウス等を解体する費用が発生す

ることが想定されますので、その費用を積算し

た上で、その範囲内で改修等を行っていくもの

と考えております。

 また、事業を10年間は継続していただきたい

と考えておりますので、企業局が10年間運営を

継続した場合に必要となる修繕費用の範囲内と

いうことも検討しております。

○黒岩副委員長 譲渡の時期の見通しがいつな

のか教えてください。また、河川占用許可につ

いては、現在、企業局が河川管理者から許可を

得ていて、それを新富町にお貸しするというこ

とで、ある意味、再貸付けという形になると思

いますが、法令的に問題がないのかどうかも教

えていただきたいです。

○児玉経営企画室長 譲渡の時期につきまして

は、まだ新富町と協議しておりまして、整理で

きておりませんので、この場ではっきりお答え

することはできませんが、今後、協議を行いま

して、今年度中にはある程度の方向性を決めた

いと考えております。

 あと、河川占用許可につきましては、所有者

は企業局になっておりますので、許可としては

企業局が取るということで、それを新富町に使

用してもらっている状況でございます。

○黒岩副委員長 確認ですけれども、河川敷地

の所有者は企業局なんですか。

○児玉経営企画室長 失礼しました。河川敷地

は国有地になりますので、企業局は占用の使用

許可を取った許可者ということになります。

○黒岩副委員長 国から企業局が借りていらっ

しゃるということで、通常、再貸付けは不可と

する等の条件がありますが、そのあたりは問題

ないのでしょうか。

○大野副局長（総括） 副委員長がおっしゃっ

たとおり、国有財産の占用許可を受けて、河川

敷、ゴルフ場のコースの部分を利用している状

況です。

 今回、新富町が運営するに当たって、河川管

理者である県の高鍋土木事務所及び河川課とも

協議をした上で、譲渡を前提に話を進めていま

すので、協議の進捗に合わせて占用許可も変え

ていく予定です。今は暫定的に新富町に使わせ

ている状況ですが、管理者の了解は得ていると

ころであります。

○岩切委員長 ほかにございますか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 次に、特別議案についての説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○濵川総務課長 特別議案について御説明いた

します。

 資料の５ページを御覧ください。

議案第６号「公営企業の設置等に関する条例

の一部を改正する条例」についてであります。

 １の改正の理由でありますが、公営企業の設

置等に関する条例の中で、地方自治法の規定を
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引用している箇所がありまして、このたび地方

自治法の一部が改正されたことに伴い、条ずれ

が生じるため、この条例を改正するものです。

 改正の内容は、２に記載のとおりであります。

 なお、本条項につきましては、ページ一番下

に条文を掲載しておりますが、企業局職員の賠

償責任の免除における議会の同意について規定

しているものでありまして、今回の改正により

まして、条例の運用についての変更はございま

せん。

 ３の施行期日は、令和８年９月24日でありま

す。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

 特別議案について質疑はございますか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 では次に、報告事項に関する説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○濵川総務課長 報告事項について御説明いた

します。

 資料の６ページを御覧ください。

 企業局の報告事項は、冒頭で局長から申し上

げましたとおり５件ございます。このページか

ら11ページにかけてその５件を掲載しておりま

すが、いずれも、令和７年度宮崎県公営企業会

計予算の繰越しに関するものでありまして、地

方公営企業法第26条及び地方公営企業法施行令

第18条の２の規定に基づき、御報告するもので

あります。

 資料の６ページは、報告事項の１件目、令和

７年度宮崎県公営企業会計（電気事業）予算繰

越計算書であります。

 こちらには、資本的支出の建設改良費の繰越

額について記載しております。表に３つの事業

を記載しておりますが、表の中ほどの翌年度繰

越額の計の欄にありますとおり、９億9,748万

4,340円を繰り越したところであります。

 繰越しの理由につきましては、表の一番右の

説明の欄に記載しておりますが、事業主体であ

る県土整備部において事業が繰り越されたこと

などによるものであります。

 資料の７ページを御覧ください。

 報告事項の２件目、令和７年度宮崎県公営企

業会計（工業用水道事業）予算繰越計算書につ

いてであります。

 こちらには、事業費の営業費用の事故繰越額

について記載しております。表にある１つの事

業ですけれども、表の中ほどの翌年度繰越額の

計の欄にありますとおり、3,680万6,000円を繰

り越したところであります。

 繰越しの理由につきましては、表の一番右の

説明の欄に記載しておりますが、漏水事故に伴

う近隣住民への説明や、道路管理者である日向

市を含む関係機関との調整等に期間を要したこ

とによるものであります。

 資料の８ページを御覧ください。

 報告事項の３件目、令和７年度宮崎県公営企

業会計（電気事業）継続費繰越計算書について

御説明いたします。

 継続費につきましては、各事業年度の支出予

定額のうち、当該年度内に支払い義務が生じな

かったものがある場合には、その額を継続年度

が終了するまで逓次繰越をして使用することが

できることとされております。

 こちらには、電気事業の事業費の営業費用に

係る逓次繰越額について記載しております。表

中にあります３つの事業におきまして、表の翌

年度逓次繰越額の欄の計にありますとおり、

５億2,678万9,548円を繰り越したところであり
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ます。

 資料の９ページを御覧ください。

 こちらには、電気事業の資本的支出の建設改

良費に係る逓次繰越額を記載しております。表

に記載の５つの事業において、翌年度逓次繰越

額の欄の計にありますとおり、42億5,091万

8,458円を繰り越したところであります。

 資料の10ページを御覧ください。

 報告事項の４件目の、令和７年度宮崎県公営

企業会計（工業用水道事業）継続費繰越計算書

についてであります。

 こちらには、工業用水道事業の資本的支出の

建設改良費に係る逓次繰越額を記載しておりま

す。表にある１つの事業において、翌年度逓次

繰越額の欄にありますとおり、60万875円を繰り

越したところであります。

 資料の11ページを御覧ください。

 報告事項の５件目の、令和７年度宮崎県公営

企業会計（地域振興事業）継続費繰越計算書に

ついてであります。

 こちらには、地域振興事業の資本的支出の建

設改良費に係る逓次繰越額を記載しております。

表にあります１つの事業において、翌年度逓次

繰越額の欄にありますとおり、7,832円を繰り越

したところであります。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 最後にその他で何かありません

か。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 以上をもって企業局を終了いた

します。執行部の皆様、お疲れさまでした。

 暫時休憩いたします。

   午前10時51分休憩

   午前10時56分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等について、教

育長の概要説明を求めます。

○吉村教育長 今回御審議いただきます教育委

員会所管の議案等につきまして御説明をいたし

ます。

 常任委員会資料の２ページの目次を御覧くだ

さい。

 今回御審議いただく議案は、予算議案が議案

第１号「令和８年度宮崎県一般会計補正予算

（第１号）」、特別議案が議案第16号「工事請

負契約の変更について」になります。

 次に、報告事項としまして、宮崎県育英資金

の債権管理上必要な訴えの提起、和解及び調停

について、損害賠償額を定めたことについて、

令和７年度宮崎県繰越明許費繰越計算書の３件

を御報告いたします。

 次に、その他報告事項としまして、宮崎県教

育振興基本計画（令和５年策定）の一部変更に

ついて、次期指定管理候補者の選定について

（宮崎県スポーツ施設）の２件を御報告いたし

ます。

 続きまして、資料３ページをお願いいたしま

す。

 議案第１号「令和８年度宮崎県一般会計補正

予算（第１号）」についてであります。

 一般会計の補正額の合計欄を御覧ください。

今回、教育委員会では３億2,898万5,000円の増

額補正をお願いするものであります。

 私からの説明は以上でありますが、議案等の

詳細につきましては、この後、引き続き関係課

長が説明いたしますので、御審議をお願いいた

します。
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○岩切委員長 予算議案についての説明を求め

ます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○児玉教育政策課長 資料の４ページを御覧く

ださい。

 私から、繰越明許費の補正について御説明い

たします。

 教育委員会が今回追加でお願いする繰越明許

費は、「県立美術館老朽化対策事業」において、

１億3,733万5,000円の繰越しであります。これ

は、工法の検討及び関係機関との調整等に期間

を要したため、繰越しを行うものであります。

 資料５ページを御覧ください。

 続きまして、教育政策課の補正予算について

御説明いたします。

 表の左から３列目の補正額の欄の一番上であ

りますが、399万2,000円の増額補正をお願いし

ております。内容を６ページで御説明いたしま

す。（事項）教育企画費でありますが、右側の

説明及び事業名の欄を御覧ください。新規事業

「学校における生成ＡＩ活用推進事業」であり

ます。

 本事業は、文部科学省から業務委託を受けて

いる事業者からの財源で実施する事業でありま

すが、本県で事業が実施できることとなりまし

たことから、増額補正をお願いするものであり

ます。国事業受託事業者10分の10とありますが、

実質的には国10分の10補助の事業となります。

 資料７ページを御覧ください。

 予算額は399万2,000円です。事業の目的は、

生成ＡＩの活用を通して、児童生徒の学習活動

の充実及び教職員の校務の効率化を推進し、本

県における教育の質の向上を図るものでありま

す。

 事業の概要でありますが、（１）の事業内容

のとおり、大きく２点ございます。

 １点目は、教職員の校務における実践研究で

あります。指定校は、宮崎南高校及び延岡商業

高校の２校であり、授業計画、教材、通信文・

案内文、分掌業務等に係る文書作成など、校務

における生成ＡＩの活用について検証いたしま

す。

 ２点目は、生徒の授業における実践研究であ

ります。指定校は、日南振徳高校、都城商業高

校、都城きりしま支援学校の３校であり、各教

科等において生成ＡＩを活用し、プログラミン

グ学習や探究学習における有効な活用方法の検

証を行います。

 これらの取組を通して、活用場面、効果、留

意点等を整理し、活用モデルや実践事例として

取りまとめるとともに、成果報告会や研修会等

を通して、県内学校への普及を図ってまいりま

す。

 （３）の成果指標といたしましては、教職員

の半分以上が生成ＡＩを校務で活用する県立学

校の割合を、令和７年度の50％から令和８年度

には100％に引き上げることを目指します。また、

生徒の半分以上が生成ＡＩを授業で活用する県

立学校の割合を、令和７年度の28.6％から令和

８年度には100％に引き上げることを目指します。

 なお、本事業の期間は令和８年度となります。

○髙原高校教育課長 資料の８ページを御覧く

ださい。

 表の一般会計の補正額の欄にありますように、

高校教育課からは３億876万3,000円の増額をお

願いしております。これにより補正後の額は、

表の右から３列目の欄にありますが、42億845万

8,000円となります。

 資料の９ページを御覧ください。
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 今回、増額をお願いする事業は、表の左か

ら３列目の（事項）高等学校就学支援事業費と

（事項）宮崎県高等学校等教育改革促進基金事

業費です。

 １つ目の（事項）高等学校就学支援事業費に

つきましては、３億130万円の増額補正をお願い

するものであります。また、２つ目の（事項）

宮崎県高等学校等教育改革促進基金事業費につ

きましては、746万3,000円の増額補正をお願い

するものであります。それぞれの補正の内容に

つきまして、次ページ以降で御説明します。

 資料の10ページを御覧ください。

 奨学のための給付金について、国は令和８年

度から対象等の変更を行っております。この給

付金は、授業料以外の教育費の負担軽減のため

に支給されるものですが、支給範囲が従来の非

課税世帯のみから中所得世帯まで拡充されてお

ります。表の一番左側の部分が非課税世帯の部

分でありまして、当初予算で約４億5,000万円を

計上しておりましたが、表の右側の２つの四角

の部分が、今回、拡充をされた中所得世帯の部

分に当たりまして、この分で必要と見込まれる

約３億円について、増額補正をお願いしており

ます。なお、国の補助割合が、３分の１から２

分の１に引き上げられております。

 次の事業の説明に移ります。資料の11ページ

を御覧ください。

 新規事業「県立高等学校等教育改革体制強化

事業」について御説明します。

 予算額は、右上に記載のとおり746万3,000円

です。財源は、全額、宮崎県高等学校等教育改

革促進基金です。なお、この基金は、昨年度

の２月補正予算で造成した基金となっておりま

す。

 事業の目的は、文部科学省が示した高校教育

改革に関する基本方針、通称・グランドデザイ

ンですが、これを踏まえ、実効性の高い高校教

育改革実行計画を策定し、計画を推進するため、

外部機関による専門的な協力を受けながら、教

育改革推進会議の運営や定量データを用いた分

析等を実施することになります。

 次に、事業の概要です。

 （１）の事業内容の①教育改革推進会議の運

営についてです。この会議は、産業界や学識経

験者、地域の行政・教育関係者等で構成する会

議で、その下に専門部会も設置しておりますが、

これらの会議での協議を踏まえて、②の高校教

育改革実行計画を策定してまいります。

 また、③の定量データを用いた評価・分析で

は、外部機関が開発した高校魅力化評価システ

ムを活用したいと考えており、これら一連の会

議運営や計画策定の作業、改革先導拠点での評

価分析等で、広範な知見や先行事例、ノウハウ

等の情報を集め、計画推進を図っていくために

外部機関による専門的な協力を受けたいと考え

ております。

 また、④のヒアリング調査では、各都道府県

の改革の進捗状況等の実態を把握して、本県の

改革推進を図りたいと考えております。

 最後に、（３）の成果指標ですが、全日制高

校の定員充足率の増加としております。この事

業により、本県高校教育の改革をスピード感を

持って進め、県立高校の魅力向上に着実につな

げてまいりたいと考えております。

○都甲スポーツ振興課長 スポーツ振興課の令

和８年度６月補正につきまして御説明いたしま

す。

 資料の12ページを御覧ください。

 今回の補正は、表の一番上の左から３列目の

補正額にありますように、1,623万円の増額補正



令和８年６月17日(水)

- 14 -

をお願いするものであります。この結果、補正

後の額は、表の右から３列目の欄にありますよ

うに51億5,705万7,000円となります。

 資料の13ページを御覧ください。

 表の（事項）体育施設管理費の説明及び事業

名欄の１の県有施設改修等事業費1,623万円の増

額補正であります。事業の内容について説明し

ます。

 資料の14ページを御覧ください。

 宮崎県体育館解体工事実施設計であります。

予算額は1,623万円、財源は県債及び一般財源で

ございます。

 本事業は、宮崎市にある宮崎県体育館の解体

工事に向けて実施設計業務を行うものになりま

す。

 事業概要や背景について御説明いたします。

 宮崎県体育館や延岡市民体育館等の機能集約

を目的として、公共施設等適正管理推進事業債

（公適債）を活用して、延岡市に新宮崎県体育

館、アスリートタウン延岡アリーナを建設しま

した。交付税措置のある有利な起債である公適

債の活用条件として、集約前の施設は用途廃止

及び処分を行う必要があります。そのため、宮

崎県体育館については、国スポ・障スポまでは

練習拠点として活用し、国スポ・障スポ終了後

の令和９年10月には供用廃止予定としておりま

す。

 また、処分方針としては、庁内の利活用見込

みがあるため、解体して更地にすることとなり

ました。そのため、最終的な処分期限である令

和10年８月までに解体工事を着工する必要があ

ります。解体工事契約には、議会承認と長期間

の事務手続を要することから、確実に期限を守

り、円滑に事業を進めるために、令和８年度中

に設計を完了する必要があります。

 （２）の事業の仕組みとしましては、県から

民間へ実施設計業務を委託することとしており

ます。

 事業期間につきましては、令和８年度です。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

 予算議案について質疑はありませんか。

○今村委員 資料の７ページの「学校における

生成ＡＩ活用推進事業」について、昨年度に実

施していた「校務における生成ＡＩ活用検証事

業」との違いを教えてください。

○児玉教育政策課長 「校務における生成ＡＩ

活用検証事業」につきましては、主に教職員の

校務における生成ＡＩ活用を対象として、授業

計画、教材作成、報告書作成等の校務支援に関

する活用事例の創出を目的としておりました。

 今回の事業につきましては、その取組を発展

させまして、校務に加え、授業における実践研

究まで生成ＡＩの活用を広げるものであります。

 具体的には、校務利用につきましては、宮崎

南高等学校及び延岡商業高等学校、授業利用に

つきましては、日南振徳高校、都城商業高校、

都城きりしま支援学校を指定しまして、教育利

用と校務利用の両面から授業における実践研究

を行いたいと考えております。

○今村委員 ＡＩ自体は同じものを使って実施

するということでよろしいでしょうか。

○児玉教育政策課長 Ｇｏｏｇｌｅ Ｇｅｍｉｎ

ｉ等の生成ＡＩサービスの選定につきましては、

各学校の判断によります。統一のサービスを使

っているということではございません。

○今村委員 成果指標に関してお伺いします。

事業の目的には校務の効率化や学習の充実等が

挙げられているんですが、成果指標としては、

単純に生成ＡＩを活用している人の割合が増え

たということでよいのでしょうか。事業目的と
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成果の整合性についてどのようにお考えですか。

○児玉教育政策課長 本事業におきましては、

生成ＡＩの活用を一部の学校や一部の教職員だ

けの取組にとどめるのではなく、県立学校全体

で教育活動や校務における活用を進めることを

目指しております。

 そのため、教職員の半分以上が生成ＡＩを校

務で活用する県立学校の割合及び生徒の半分以

上が生成ＡＩを授業で活用する県立学校の割合

について、令和８年度に100％を目指すものであ

ります。これは全ての学校で高度な活用を求め

るという趣旨ではなくて、各学校の実情に応じ

て、校務や授業の中で生成ＡＩを適切に活用す

る機会を広げていくことを目標としたものでご

ざいます。

○今村委員 もう一歩踏み込んで、生成ＡＩ活

用の結果、効率化が図られて業務量が減るとか、

残業時間が少なくなるとか、そういう部分まで

見えてくるとよいのではないかと思ったのです

けれども、いかがでしょうか。

○児玉教育政策課長 業務量の調査というのは、

県立学校につきまして、今年度から毎月どれぐ

らいの時間外をやっているかというのを調査し

まして、この事業と併せまして、校務利用でど

の程度業務が削減できるかというところも図っ

ていきたいと考えております。

○今村委員 資料の11ページの事業について教

えてください。高校教育改革実行計画ですが、

先導拠点校だけでなく、全ての県立高校が対象

と考えてよろしいでしょうか。

○髙原高校教育課長 実行計画につきましては、

県立高校全体を対象にしておりまして、加えて、

中等教育学校、特別支援学校を含めた県立学校

全体の実行計画にしてまいりたいと考えており

ます。

○今村委員 あと１点だけ教えてください。高

校魅力化評価システムとありますが、この評価

システムは、各学校で異なる状況がある中で、

それぞれに対応するものになるという理解でよ

ろしいでしょうか。

○髙原高校教育課長 高校魅力化評価システム

については、民間の団体が開発したもので、全

国での導入実績もあるものです。本県でも過去

導入した実績がございまして、７校で昨年度と

一昨年度に利用しておりました。地域に対する

いろいろな興味関心とか、それから貢献したい

という意識などをアンケートによって集計しま

して、学校で行われている様々な教育活動の効

果を測定するものになっており、各学校に応じ

たカスタマイズもできるのではと考えておりま

す。

○佐藤委員 「県立高等学校等教育改革体制強

化事業」で、いろいろな形で分析して、計画の

策定等を進めるわけですが、市町村への分析結

果の共有についてはどのようにされるのでしょ

うか。

○髙原高校教育課長 県立高校、地域と密接に

つながりながら改革を進めていかなければなら

ないので、評価システムで得た知見をしっかり

共有し、同じ方向を向きながら取り組んでまい

りたいと考えております。

○黒岩副委員長 先ほど今村委員からも質疑が

あったのですが、資料の７ページの「学校にお

ける生成ＡＩ活用推進事業」の成果指標につい

てお伺いします。100％の学校が活用するという

ことはすばらしいですけれども、逆に言うと、

教職員や生徒の半分以上の活用で目標達成とい

う指標になっているように感じます。これは要

望ですが、できるだけ多くの方が生成ＡＩを活

用できるようにし、活用までたどり着かないと
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いう人がいないように、活用する人の割合も

100％を目指していただきたいなと思いますので、

よろしくお願いします。

 また、資料の10ページで、住民税非課税世帯

の３分の１と記載のある箇所ですが、これは住

民税非課税世帯の支給額の３分の１という解釈

でよろしいですね。

○髙原高校教育課長 御指摘のとおり、全日制

であれば左側に住民税非課税世帯への支給額が

14万3,700円と記載しておりまして、この金額

の３分の１の相当額ということです。

○黒岩副委員長 資料の11ページの事業で取り

組む、高校教育改革実行計画の策定に関するお

願いです。今回、一般質問で単位数や指定校の

問題等に関するいろいろな指摘がありました。

そのような内容を含め、専門家、学識者だけの

見解ではなく、保護者や生徒等の当事者の意見

もアンケート等の方法により聞いていただいて、

計画に反映していただきたいと思います。

○髙原高校教育課長 今般の高校教育改革実行

計画は、地域にも大きな影響を与えるものだと

考えておりますので、丁寧な関係各位との意見

交換及び協議が必要だと考えております。

市町村につきましても、それぞれ市町村の担

当部局、教育委員会としっかり協議していかな

ければいけないと思いますし、生徒たちの意見

も広く聞いていきたいと考えております。

それから、現場を支える校長先生や教員の方

々との意見交換も広く行って、実行計画を策定

してまいりたいと考えております。もちろん、

県議会にも定期的に御報告をいたしまして、御

意見を賜りたいと思いますので、よろしくお願

いします。

○黒岩副委員長 資料14ページの公適債につい

てですが、起債充当率と交付税措置率を教えて

いただきたいと思います。

○都甲スポーツ振興課長 全体額の90％が国か

らの支援で、10％が県の負担となっております。

○黒岩副委員長 起債ですから、まず事業費の

何割を起債で充てられるのかという起債充当率

と、交付税措置が何割あるのかというところな

んですが、今の説明でいくと事業費の９割が起

債ということでよろしいんでしょうか。

○都甲スポーツ振興課長 起債は９割で、その

うちの※50％が交付税措置として返ってくるもの

です。

○岩切委員長 ほかに質疑はございませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 次に、特別議案についての説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○宮田特別支援教育課長 資料の15ページを御

覧ください。

 議案第16号「工事請負契約の変更について」

御説明いたします。

 １の事業の概要につきましては記載のとおり

です。

 変更をお願いする工事請負契約は、２の（１）

にありますとおり、みやざき高等特別支援学校

建設主体工事の工事請負契約であります。

 変更内容でありますが、２の（５）にありま

すとおり、令和８年８月25日までの工期を、令

和８年11月23日までに変更するものであります。

 変更理由につきましては、３にありますとお

り、電気・管・空調の配管・配線ルート等の調

整により工期を90日間延長する必要があるため

でございます。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

※21ページに訂正発言あり
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特別議案について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 次に報告事項に関する説明を求

めます。

 質疑は執行部の説明が終了した後にお願いい

たします。

○天辰育英資金室長 資料の16ページを御覧く

ださい。

 宮崎県育英資金の債権管理上必要な訴えの提

起、和解及び調停について、地方自治法第180条

第２項の規定に基づき報告いたします。

 １の債権の概要を御覧ください。

 本件につきましては、貸付総額82万8,000円が

滞納となっております。県では、返還開始時期

から、文書、電話、訪問等の手段により支払い

を求めてまいりましたが、返還がなされず、ま

た、債権回収を委託した弁護士法人による交渉

にも応じない状況でした。そのため、借受人及

び連帯保証人に対して、令和８年２月に支払督

促申立てを行いました。

 これに対して、借受人からは、返済の連絡や

異議申立てはありませんでしたが、連帯保証人

から分割して支払いたい旨の異議申立てがござ

いました。異議申立てがあった場合、民事訴訟

法第395条の規定により、支払督促申立てを行っ

た日に訴えの提起があったものとみなされるこ

とから、令和８年２月10日、12日及び25日にそ

れぞれ知事専決処分を行いました。

○髙原高校教育課長 資料の17ページを御覧く

ださい。

 損害賠償額を定めたことについて、２件御報

告いたします。

 なお、２件としておりますが、事案としては

同一のものでありまして、相手方の個人がお二

人いらっしゃいますので、２件に分けておりま

す。

 まず、事案発生日及び事案発生場所ですが、

発生日は令和８年２月13日、場所は都城市神之

山町2251番地先の路上であります。

 事案内容は、県有家畜による交通事故であり

ます。詳しくは、都城農業高校で飼育している

牛が牛舎の外に出てしまい、道路上にいたとこ

ろ、相手方の車両がよけ切れずに衝突したとい

う事故でありまして、相手方の車両が損傷し、

運転手及び同乗者がけがを負ったものでありま

す。

 この事故につきまして、都城農業高校側とし

ましては、牛舎の扉のフックのかかりが甘かっ

たと見られ、結果として牛舎の外に牛が出てし

まっていたという過失があること。一方、相手

方の車両側としましては、前方監視が不足して

いたという過失があるということで、過失割合

を50対50とし、損害賠償を行うこととしており

ます。

 損害賠償額は、上段が運転手の方となります。

療養補償の２万3,501円、下の段が同乗者の方と

なりまして、車両補償と療養補償合わせて15万

3,780円となります。

 なお、この事故の後、都城農業高校では、牧

場内の牛舎等の畜舎において、柵・扉の点検を

行った上で、扉の戸締まりの徹底、鎖で二重ロ

ックを行うなどの再発防止の対策を行っており

ます。

 引き続き再発防止に向けて管理の徹底を図っ

てまいりたいと考えております。

○児玉教育政策課長 資料の18ページを御覧く

ださい。

 令和７年度宮崎県繰越明許費繰越計算書につ

いてであります。

 これは、令和７年度の定例会で御承認いただ
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いた繰越明許費について、繰越額が確定したこ

とから御報告するものであります。

 事業ごとの繰越額は、18～20ページのとおり

でありますが、20ページの表の一番下の欄にあ

りますとおり、教育委員会全体で18事業、繰越

額は36億8,244万8,000円となっております。

 繰越しの主な理由といたしましては、国の補

正予算の関係で事業実施期間が不足したことや、

工法の検討に期間を要したことなどによるもの

であります。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はありませんか。

○黒岩副委員長 資料17ページのところで、な

かなかまれなケースだと思っております。

 まず、この50対50の決め方です。これが人間

同士であれば、50対50はないと思うんですけれ

ども、これは保険会社の基準ということなんで

しょうか。

○髙原高校教育課長 なかなか難しいケースな

んですけれども、同様の事故の事案等を踏まえ

て、弁護士にも御相談して、ここは50対50が相

当であろうということでこの割合にしたところ

でございます。

○黒岩副委員長 これが例えば県有の車両の場

合だと対物保険があるんですが、もちろん家畜

ですから対物保険ではないんですよね。

○髙原高校教育課長 農業高校の農場について

は、牧場保険というものに入っております。全

国で農場とか牧場を持つ団体、機関が加盟して

いる地域交流牧場全国連絡会というものがあり

まして、この全国連絡会の団体保険の対象に本

県の都城農業高校も含まれております。この保

険で賠償額の対応をしていく形になります。た

だし、免責金が1,000円ずつありまして、これに

ついては県の負担となりますけれど、それ以外

についてはこの保険で対応する形になります。

○黒岩副委員長 ということは、おおむね保険

で対応して、免責分の1,000円だけは、県の負担

があったということでよろしいでしょうか。

○髙原高校教育課長 そのとおりでございます。

○黒岩副委員長 事故に遭った牛もけがをした

のでしょうか。

○髙原高校教育課長 目の下に少し傷があった

という報告は受けておりますけれども、その後

は餌等もしっかり食べているということで、牛

については大丈夫だったとみられます。

○岩切委員長 ほかに御質疑はございませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 では、その他報告事項に関する

説明を求めます。

 質疑は全て終了した後にお願いします。

○児玉教育政策課長 資料の21ページを御覧く

ださい。

 宮崎県教育振興基本計画（令和５年策定）の

一部変更について御報告いたします。

 宮崎県教育振興基本計画は、教育基本法の規

定に基づき、本県の教育、文化、スポーツに関

する施策や内容を定めた、本県の教育における

最も基本となる計画であります。令和５年６月

に、令和８年度までの４年間となる現行計画を

策定し、今年度が最終年度となっております。

 今回の一部変更の内容について御説明いたし

ます。

 １の内容を御覧ください。計画期間の延長と

推進指標の変更についてであります。

 （１）の計画期間につきましては、令和８年

度までとされている現行計画を１年間延長し、

令和９年度までといたします。

 （２）の推進指標につきましては、１年間の

期間延長に伴い、現在設定しております令和
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８年度までの推進指標の目標値について、状況

の変化を踏まえ見直し、令和９年度までの目標

値を設定いたします。

 ２の理由についてであります。本県の現行計

画の期間は、令和８年度までとなっております

が、国の教育振興基本計画が令和９年度までで

あることから、国の期間に合わせる形で本県の

計画期間を１年間延長いたします。これにより、

現在策定を進めております高等学校教育改革実

行計画の内容をはじめ、国の新たな教育政策の

動向やその趣旨、方針を次期計画に最大限に反

映させ、より効果的な教育行政の推進を図って

まいりたいと考えております。

 １つ飛びまして、４の今後のスケジュールで

あります。現行計画につきましては、令和９年

２月の定例教育委員会において、一部変更案の

付議を行い、県議会定例会において、一部変更

案の議案を提出したいと考えております。

 次期計画につきましては、国の計画の策定ス

ケジュールに合わせる形で、資料に示しており

ますとおり進めていく予定としております。

○都甲スポーツ振興課長 資料の22ページを御

覧ください。

 宮崎県スポーツ施設の次期指定管理候補者の

選定についてであります。

 宮崎県総合運動公園有料公園施設、宮崎県体

育館及び宮崎県ライフル射撃競技場について、

次期指定管理に向けて公募を行います。

 まず、施設の管理運営状況についてですが、

令和７年度は、施設利用者数が約134万人、利用

料金収入が約１億1,300万円となっております。

 続いて、施設収支状況について、令和７年度

の実績は、収入が約５億6,200万円、支出が約

５億2,800万円で、※約3,000万円の黒字となって

おります。

 23ページを御覧ください。

 利便性、サービス向上の取組として、利用特

性に応じた開業時間の延長や、利用者満足度調

査による利用者のニーズ調査などが挙げられて

います。

 評価としては、物価高騰等により支出が増加

している中で、経費削減等に取り組みながら管

理運営を行っている点は評価できますが、積極

的な広報等、利用者を増加させるためのさらな

る取組が必要と考えております。

 続いて、次期指定管理者の募集について説明

します。

 指定管理期間は５年、基準価格は令和９年度

で約５億1,500万円となり、今期と比較して約

5,800万円の増額となります。

 増額理由としては、人件費単価や光熱水費の

上昇、委託する業務の増などがあります。なお、

令和９年度と10年度以降で金額が異なるのは、

宮崎県体育館が令和９年度中に閉館する予定で

あるためです。

 また、公募は７月から約２か月間行います。

 24ページを御覧ください。

 審査の流れについてですが、９月中旬にス

ポーツ振興課において資格審査を行い、９月下

旬に外部委員による指定管理候補者選定委員会

において審査を行います。10月上旬に教育長を

議長とする指定管理候補者選定会議による確認

を行い、指定管理候補者を選定します。選定委

員会及び選定会議の委員は記載のとおりです。

 25ページを御覧ください。

 審査項目・配点について、行政改革推進室の

標準例を基礎として配点を設定しております。

特に重視する項目として、「②公の施設の効用

を最大限に発揮する事業計画」と、「④事業計

※20ページに訂正発言あり
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画を着実に実施するための管理運営能力」に点

数を多く配分しております。

 指定管理者に適正に管理していただけるよう、

スポーツ振興課が求める条件等を募集方針にし

っかり盛り込んだ形での募集手続を進めてまい

ります。

先ほど、指定管理者制度を利用している施設

の収支状況に関する説明の際に、黒字額を「約

3,000万円」と言ってしまいましたが、正しくは

「約3,400万円」です。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項についての質疑はございませ

んでしょうか。

○井本委員 資料21ページの宮崎県教育振興基

本計画については、どのようなメンバーが、ど

のようにしてつくり上げているんでしょうか。

○児玉教育政策課長 教育振興基本計画をつく

るに当たりまして、策定懇話会というものを設

けております。構成員は、大学教授等の学識経

験者、市町村教育委員会の教育長、企業の代表、

教育関係者、保護者代表などであり、前回策定

しました折には16名のメンバーで取り組んでお

ります。

○井本委員 資料22ページの指定管理者につい

てですが、これらは以前からしているものの延

長ですよね。指定管理者制度を利用するのは効

率性を重視しているからですよね。どのくらい

効率性と人員削減を達成できたのか、具体的に

教えてもらえませんか。

この頃は指定管理者ばやりで、何でも外部に

発注してしまうけれども、我々は、本当にそれ

がよいのかどうか、チェックしないといけない。

外部に発注するということは、それだけ人員が

削減できるということだろうし、またお金も節

約できるだろうということだと思います。その

見込み、実績をはっきり理解せずに取組を進め

なさいというわけにはいかない。どのくらい効

果が出ているのかを教えてください。

○吉村教育長 指定管理者制度につきましては、

民間のサービスをフルに活用することによって、

運用経費のコスト削減、県の直営ではできない

ようなサービス提供を実現するためのものです。

具体的にどの程度コスト削減が図られたかにつ

いては、個別に計算してからでないとお答えで

きませんが、安ければよいというものではなく

て、コスト及びサービスを合わせて最適な提案

をした業者を指定管理者として決定していると

ころです。

今回の委員会資料25ページに記載しておりま

すように、審査項目ごとの配点割合を決めてお

ります。

利用サービスの向上がどれだけ図られるよう

な提案になっているか、併せて経費が適正なも

のになっているか。安ければよいということで

はなく、適正な事業の見込みをしているか、事

業計画を着実に実施できるような人員配置等に

なっているか。このあたりをトータルで見て判

断することにしております。実際の効果につい

ても、そのような観点で、しっかり定量的にお

示しできるよう、取り組んでいきたいと考えて

おります。

○井本委員 ぜひともお願いします。教育委員

会で指定管理者制度を利用している施設は幾つ

かあると思うんですよね。まとめて報告してい

ただけますか。

○岩切委員長 ただいま資料の請求がございま

したので、準備ができ次第、委員全体に御報告

ください。

○吉村教育長 指定管理の効果について、明確

な数字でどこまで把握できるか分かりませんが、
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教育委員会で把握できる分につきましては、整

理ができ次第、御説明をさせていただきたいと

思います。

○黒岩副委員長 宮崎県教育振興基本計画に関

して、資料21ページに国の計画は令和９年度ま

でとの記載がありますが、国の計画期間は何年

間なのでしょうか。

○児玉教育政策課長 ５年間でございます。

○黒岩副委員長 ということは、本県の計画が

４年間の場合、今後もずれが生じてくるという

ことでしょうか。

○児玉教育政策課長 現在、検討中ではござい

ますけれども、国に合わせて５年間の計画にす

ることを検討しております。

○黒岩副委員長 次に、指定管理のところなん

ですが、22ページの１の（１）の施設名のとこ

ろで宮崎県総合運動公園有料公園施設とありま

すが、これは運動公園全体ではなくて、一部と

いうことで理解してよろしいんでしょうか。２

～３件程度、例示して教えてください。

○都甲スポーツ振興課長 有料公園施設につき

ましては21か所ございますが、具体的に言いま

すと、ひなたサンマリンスタジアムや、庭球場、

自転車競技場のことを指しております。

○黒岩副委員長 ということは、料金を取って

貸し付ける施設ということですね。駐車場や日

本庭園など、有料でない部分は除くという理解

でよろしいんでしょうか。

○都甲スポーツ振興課長 駐車場につきまして

は、有料公園施設に含んでいるものになってお

ります。

○黒岩副委員長 運動公園全体の中で指定管理

に入っていないエリアというのがあるんでしょ

うか。

○都甲スポーツ振興課長 有料公園以外に、都

市計画課が管理しているものもあります。

○黒岩副委員長 具体的にそれはどこですか。

○都甲スポーツ振興課長 日本庭園等が有料施

設以外になっております。

○岩切委員長 ほかに質疑はございませんか。

よろしいですか。

○都甲スポーツ振興課長 黒岩副委員長から質

問いただいた公適債について、表現が適切であ

りませんでしたので、訂正させていただきます。

 総事業費の1,623万円のうち90％を起債充当率

としておりますので、起債額は1,460万円で、そ

のうち交付税措置としては、起債額1,460万円の

元利償還額の50％ということになります。

○岩切委員長 その他で何か質疑はございませ

んか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 以上をもって教育委員会を終了

いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

 暫時休憩いたします。

   午前11時49分休憩

   午前11時52分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、明日18

日木曜日に行いたいと思います。開会時刻は午

後１時としたいのですが、よろしいでしょうか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 そのように決定いたします。

 その他で何かございませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 何もないようですので、以上で

本日の委員会を散会いたします。

   午前11時53分散会
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令和８年６月18日（木曜日）

   午後１時１分再開

────────────────

出席委員（７人）

  委 員 長   岩 切 達 哉

  副 委 員 長   黒 岩 保 雄

  委      員   坂 口 博 美

  委      員   山 下   寿

  委      員   佐 藤 雅 洋

  委      員   今 村 光 雄

  委      員   井 本 英 雄

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

────────────────

説明のため出席した者

 警察本部

  警 察 本 部 長   髙 井 吉 浩

  警 務 部 長   益 田 英 輝

  警務部参事官兼
             水 口 圭 二
  首 席 監 察 官

────────────────

事務局職員出席者

  議事課主任主事   佐土原   寛

  議事課主任主事   黒 木 燿一朗

○岩切委員長 委員会を再開いたします。警察

本部から訂正があるということですので、説明

をお願いします。

○髙井警察本部長 本日はお時間をいただきま

して申し訳ございません。

 昨日、御審議をいただきました報告事項２点

のうち、損害賠償額を定めたことについて御説

明しましたが、質疑に際し、一部誤解を生じさ

せるような答弁がございましたので、おわびを

申し上げますとともに、改めて御説明させてい

ただきたいと思います。

 まず、報告事項の概要について簡単に御説明

いたしますが、今回、私ども警察が交通事故を

発生させ、そのために損害賠償額を定める専決

処分をさせていただいて、その御報告をしたわ

けでございます。

 このうち、例えば発生日が令和７年７月の事

故については、おおむね１年前の事故というこ

とになり、被害者の方への損害賠償の支払いが

かなり遅れているのではないかという御指摘が

黒岩副委員長からあり、首席監察官から示談交

渉を担当している保険会社に早急な対応を行う

よう申入れをしたいという旨の答弁をしたとこ

ろでございます。

しかし、実際には支払いについては手続きの

進捗に応じて、なるべく早期に支払っていると

ころでございました。事故の規模や対応により

まして、状況はまちまちでございますけれども、

今回報告した以外の事故も含め、早いものでは

16日、遅いものでも145日までには支払いを行っ

ております。これは今申し上げたとおり、事故

の規模や実態に応じて変わるものでございまし

て、民間の方同士の事故の場合と同じ考えの下

で保険会社から保険金が支払われている状況で

ございます。

 なお、念のため県の幾つかの部局に事務的に

確認をさせていただきましたけれども、今申し

上げたこの保険金の支払いというのは、公用車

の事故であろうと、民間の方同士の事故であろ

うと、同様の考えの下、支払いがなされます。

事故が発生した後、任意保険の保険会社が相

手方と示談交渉を行って保険金を支払います。

 ここまでは申し上げたとおり、通常の民間人

同士の方の事故と同様であります。しかし、警
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察の場合、知事部局のとりまとめの下、年に４

回開催されている賠償等審査会で、賠償額が適

切であるかということ、あるいは職員に対する

求償が必要なのかということについて御審査を

いただき、その後、知事の専決をいただいた上

で議会に報告をさせていただくということにな

ります。

 例えば、事故の発生が令和７年７月の事故で

は、令和７年12月に保険会社から保険金を支払

っております。一方で、先ほど申し上げたとお

り、賠償等審査会については年４回でありまし

て、この事故が賠償等審査会にかかったのは、

令和８年の４月16日ということになり、知事か

ら専決をいただいたのが令和８年５月14日とい

うことで、議会にはこの６月議会で報告させて

いただくこととなりました。

このように、事故発生から約１年、議会に御

報告させていただくまで期間を要したところで

ありますが、いずれも可能な限り早期に処理し

た結果、このようになっているという状況でご

ざいます。

 今後、答弁に誤りがないように努めてまいり

ますので、引き続きお願い申し上げます。

○岩切委員長 ただいまの説明に関して、質疑

はありませんか。

○井本委員 先に支払いを済ませているという

ことであれば、専決することの意味はどこにあ

るんでしょうね。

○髙井警察本部長 本来であれば責任のある部

局にきちんと確認してから申し上げるべきです

が、これは私の責任で、私の考えとして申し上

げます。

 損害賠償額を確定するためには、地方自治法

に基づいて議会の議決が必要ですし、また、本

議会の規定で300万円以下のものについては、知

事の専決が必要とされております。

 他方で、まさに黒岩副委員長から御指摘をい

ただいたとおり、被害者の方にはなるべく早く

保険金を払わなければいけません。そこで、考

え方としては、保険会社は交通事故の考え方に

従って、まずは保険金を払う。この段階では損

害賠償額として確定したものではなくて、あく

までも保険契約に基づいて、保険金として被害

者の方にお金を支払う。その上で、先ほど申し

上げましたとおり、年４回開催している賠償等

審査会において、本当に正しい額であるのか審

査を受けるということになります。

 ただ、交通事故の保険対応というのは全国で

事例がたくさんございますので、特異な状況が

ない限り、基本的には相場が決まっております。

そのため、実際に保険会社が払った保険金と損

害賠償額が大きく異なることはあまりございま

せん。

しかし、損害賠償額が定まるのは、知事の専

決をいただいた瞬間ですので、それまでの間は、

あくまでも保険会社が保険契約に基づいて保険

金としてお支払いをしたということになると理

解しております。

 そういう意味で、決して、議会の議決権、あ

るいは議会からお預けいただいている知事の専

決権を侵して、勝手に損害賠償をしているとい

う評価にはならないと考えております。

 また、正確に確認させていただいて、場合に

よっては、改めて御報告させていただきますが、

私としては以上のとおり考えております。

○岩切委員長 ほかに質疑がございますか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 以上をもって終了いたしたいと

思います。

執行部の皆さん、お疲れさまでした。
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 暫時休憩いたします。

   午後１時８分休憩

   午後１時９分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

 議案の採決につきましては、議案ごとがよろ

しいでしょうか、一括がよろしいでしょうか。

   〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

 議案第１号、議案第２号、議案第６号及び議

案第16号につきましては、原案のとおり可決す

ることに御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号、議案第２号、議案第

６号及び議案第16号につきましては、原案のと

おり可決すべきものと決定いたしました。

 次に、委員長報告骨子案についてであります。

 暫時休憩いたします。

   午後１時10分休憩

   午後１時10分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

 委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 そのようにいたします。

 次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

 教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経

営に関する調査については、継続審査といたし

たいと思いますが、御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

 次に、７月23日木曜日に予定されております

閉会中の委員会についてであります。

 暫時休憩いたします。

   午後１時11分休憩

   午後１時13分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

 ただいま御意見をいただきました内容等を含

めて、正副委員長に御一任いただくことでよろ

しいでしょうか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 そのようにさせていただきます。

 次に、８月４日火曜日から８月６日木曜日に

予定されております県外調査についてでありま

す。

 暫時休憩いたします。

   午後１時13分休憩

   午後１時23分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

 県外調査につきましては、行程等が決まりま

したら改めてお知らせをしたいと思います。

 最後に、その他で何かありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 以上で、委員会を閉会いたしま

す。

委員の皆様、お疲れさまでした。

   午後１時23分閉会
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